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の授業の ｢現象学｣的研究よりは､大胆な仮説や発想のもとで､思い切った ｢実験｣的授業研究 ･開発を試みることが
必要ではないか｡それによって､京都大学内外における ｢広報｣活動もより拡充してゆくのではないか｡
●大学教育評価システム研究部門においては､｢大学評価｣と ｢教育評価｣との自覚的な区分が必要ではないか｡
●特に私立大学では､授業そのものもさることながら､学科縦割り状況のなかで､いかにして全学的 (教養)カリキ
ュラムを構築 ･実施してゆくか､ということに悩んでいる｡当センターが､そうした観点から､履修 ｢システム｣を含
めて統合したものに再構築するノウハウをぜひ開発してほしい｡
●京都大学の特性から､とくにFD活動が困難であることは充分理解できる｡しかし逆に､研究者 (高等教育教員)
養成を行なっているという特性から考えれば､大学院生やTA､RAを対象としたFD活動を積極的に展開してはどうか｡
(今年度､広島大学が試みた｡)
●教育学研究科に協力講座を開設して､研究後継者善成に取り組んでいることは評価できるが､高等教育研究こそ､
従来のPedagogy的教育学の偏狭さから開放されるべきであり､それを考えれば､センターや高等教育研究の研究後継
者養成を教育学研究科にのみ想定することなく､より広い局面で展開することを模索してみてはどうか｡
以 上
-79-
矢野 裕俊
○全体の印象について
●京都大学高等教育教授システム開発センター (以下､｢センター｣とする)が､｢大学教育の在り方を実践的に研究
し､大学教育を内側から実質的に改革するための拠点｣(｢報告書｣17頁)として設けられたといういきさつから､発足
以来､(1)教授法開発､(2)カリキュラム開発､(3)大学教育評価システム開発､という3つの研究領域を設定し､
｢開発｣という実践的な関心を保持して､短期間に精力的な活動を行ってこられたことは､十分に理解できるところで
あり､その努力には敬服している｡また､主として (1)の研究領域にかかわって感じたことであるが､センターのス
タッフのモラールが高く､大学教育の新しい在り方を模索しようとする強い意欲が共有されていることは心強い｡
○評価の考え方について
●自己評価と外部評価を連動させて行うというセンターの考え方は､両者の連動をとおして組織および活動の在り方
の改善を図ろうとする積極的な姿勢の表れとみることができる｡また､そのなかで自己評価者が外部評価者を評価する
というのは､両者が対等な立場を保持する上でも重要な視点であると考えられる｡しかし､自己評価者が外部評価者の
評価能力を評価するということであれば､外部評価者となるための資格を持つ人は自ずときわめて限られることになる
と思われる｡内部評価者から評価能力が疑問視される外部評価者の評価は､内部評価者にとってあまり信頼性のないも
のとならざるをえない｡したがって､外部評価を委嘱する時点での内部評価者の外部評価者に対する評価が決定的に重
要になる｡(私自身､委員を引き受けてから言うべきことではないが､自分の評価能力 ･資格に自信がない｡)
●メタ評価者を設けて評価過程を評価するという試みは意欲的であるが､メタレベルの評価を評価過程に組み込むと
いうのは果たして有効な方法なのかどうか分からない｡評価過程が完結した時点でその評価を始めるという方法もある
かと思う｡センターの考え方では､メタ評価者の役割は評価過程の軌道修正的なものにとどまるのではないか｡
○センターの理念とその評価について
●報告書において用いられている ｢理念｣には､抽象的でたえず現実に照らしてその具体化が図られることが必要な
ものを指す場合と､それよりは具体的な､いわば目標にあたるものを指す場合があるように見受けられる｡この点を区
別することが必要ではないか｡理念を不変のものとせず､変わりうるものととらえられているが､前者の意味での理念
は発足後5年の現時点では､まだそんなに色越せていないはずであり､それにむしろこだわって守りつつ､具体化され
た目標はさまざまな条件によって柔軟に変えていく､といった理念と目標の整理が可能であると思われる｡
●大学教授法研究部門では､理論研究とともに公開実験授業などの授業実践が行われており､その実践から得られた
知見には貴重なものが多く含まれているものと考えられる｡授業実践の継続とともに､それから得られた知見の記述と
整理もまた重要な課題である｡
●カリキュラムに関して､専門教育の在り方に及んだ研究や開発が困難であることから､教養教育の在り方に関して
研究するというのは､現実的な方向として理解できる｡設置基準の大綱化以降､これといった教養教育のモデルがなく､
いわば迷走状態が続いている日本の大学の教養教育にとってモデルを提供することは大きな意義があり､期待されると
ころである｡ところが､諸々の制約があるとは思うが､この面での指向性がやや弱いのではないかと思われる｡｢ミク
ロレベルからの研究｣をすすめていく上でも､そのフィールドを条件づけている､より大きな枠組み (クラス規模､時
間割､必要単位数e.I.C.)についての洞察を意識して､その在り方への示唆を導けるような研究が期待される｡
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○センターの組織とその評価について
●事務部門の整備､専属実験授業室の設置に関する報告書の指摘はもっともであり､それらが不備な現状での活動で
成果を挙げておられることは敬服に値するが､今後の研究開発の進展のためには､人的 ･物的環境の整備が重要である
ことはよくわかる｡
●大学教育課程研究の視点がやや弱いと感じたことはすでに書いたが､新たな部門として大学教育課程研究部門を設
けるべきであるというセンターの考え方は､そうした弱点の克服の必要性を訴えたものとみることができる｡ただ､新
部門を設けることからこの面の研究が始まるわけではなく､すでにこれまでの研究で明らかになったこともあると思わ
れるので､これまでの研究を教育課程の在り方という面から整理するということもできるのではないか｡そうすること
で､新部門の必要性もより具体的 ･説得的に明らかになるのではないかと思う｡
○高等教育学の後継者養成に関して
●高等教育学は､ミクロレベルの授業研究から､一国の科学 ･学術政策､さらには地球環境問題と学術の関連という
グローバルな問題をも視野に入れた､きわめて包括的かつ学際的な研究分野であり､そうした学問の性格を考えると､
その後継者の養成に関しては自然科学畑の人をも含め､広く考えることが適当ではないかと考える｡
以 上
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